
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円） １会議当たり33

　広域化のメリットである市民サービスの向上が望まれている。

4(会議)

615

１会議当たり 6 １会議当たり 6 １会議当たり25

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

　平成２４年度を目途に広域化を図るために平成１９年度に愛知県常備消防広域化検討委員会が設置され、広域化対象市町村の組合せや消防の円滑な運営に関する事項等の検討がなされ広域化が行われる。広域化につい
ては、①災害発生時の初動体制の強化②統一的な指揮下での効果的な部隊運用③統合による現場活動要員の増強④予防救急業務の高度化､専門化⑤財政規模の拡大に伴う高度な資機材の整備⑥署所の配置や管轄区域の適
正化による到着時間短縮などのメリットが挙げられる。

生活安全・安心 コード

　平成２６年度

１会議当たり14.9 当たり 当たり当たり 当たり

149

0

当たり

　平成２３年度 　平成２７年度

後期目標値(単位)

　平成２２年度

8(会議)

　平成２５年度

前期目標値(単位)

　平成２４年度を目標に愛知県下の消防の広域化が進められるため、後期目標として設定した。１(設立)

指標の説明

　広域化により住民サービスの向上は望めるものの、市町の
運営形態の差異により財政面等多くの課題がある。

〃

　災害の大規模化や複雑化、都市構造の変化、住民ニーズの多様化や高齢化、人口の減少等の消防を取り巻く環境の変化に消防は的確に対応し、その責務を全うしていく必要がある。しかしながら、小規模
な消防本部においては、出動体制、保有消防車両、専門要員の確保等に限りがある。こうした状況において、その使命を果たしていくためには消防体制の一層の充実強化を目的とした消防の広域化を推進す
る必要がある。

〃 〃

　尾張東部地域の各消防本部それぞれの組織体制等が異なる
ため、今後、調査結果による検討が図られる。

  尾張東部地域の広域化のために、広域化研究会、作業部
会、担当者打合せ会が立ち上げられた。

　研究会等で出された課題項目について研究を実施した。

生活環境

「安全・安心で、うるおいのあるまちづくり」

庶務係消防本部

　消防・救急

消防総務課 企画・消防広域担当係長　浜島信夫係

〃

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

コード  1―3―2―2

市民ニーズの認識
　現行消防本部の体制の問題点等を整理し、今後の消防体制
のあり方について検討を図った。

　広域消防本部の設立

　消防体制の強化

　阪神・淡路大震災の教訓、近年の災害の大規模化による初動体制、広域応援に
ついて小規模消防本部ではできない災害対応のニーズに応えられる。

1―3―2―2―２　広域的消防体制の促進

　愛知県下広域推進計画に基づく、考え方をベースとした市
町村の組合せが定められた後、当市の組織体制の検討が必要
となる。

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

コード

消防広域化事業

評価票作成者

1―3―2

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

　消防の広域化によって消防体制の強化を図る。

　⑤単位施策(小）

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

6

0 0

25

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 　広域化会議に係る人件費（時間単価3,１00円）会議開催８回（研究会、作業部会、担当課長会議）:会議出席延べ人数24人×2H×3,１00円　四捨五入
  会議出席延べ人数（研究会３回×３人、作業部会５回×３人、担当課長会議０回×２）　会議時間　１会議 ２Ｈ

　平成１９年度 　平成２０年度

615

　平成２４年度

25 448

149

18(会議)

448

　平成１８年度

1(会議)

事務事業成果指標名

0

　消防の広域化

6

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

２－１事務事業の
実施における基本
認識

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－５事務事業の
内容

　平成２１年度

19(会議)

0



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　平成２６年度

　今年度においては取組む直接の事業はなかったが、今後広域化に向けての準備
を図って行く。

Ａ

　平成２７年度

0

　前年度に整理できなかった財政面（主に負担金）の課題研究について構成各市町の運用形態に差異があり、整理困難な状況となり、未検討課題と併せて次年度において継続検討する必要がある。

今後の環境変化を踏まえた課題認識

　愛知県消防広域化推進計画（案）が示され、次年度より広
域化に向けた事務等が進められて行く。

　平成19年度に広域化の推進計画が示され、当市の今後のあ
り方の課題の検討が必要となる。

　平成２６年度

〃

　今年度、実施された調査により各消防本部の組織体制、災害・出動の状況、人
事関係、財政関係等のデーターの整理が図れた。

　次年度へ見送られる課題項目について研究･協議が必要とな
る。

　広域化を推進する必要がある市町村の組合せが示されたこ
とにより、広域化に必要な事項の検討が必要となる。
　現状把握調査がまとめられたことにより、今後の広域化に
伴うメッリト等の検討が必要となる。

　現状把握調査の結果に基づき、広域化研究会等で今後の広
域化に向けての協議が進められて行く。

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成２７年度

次年度に向けて改善する取組み

Ａ

事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

Ａ

３－２評価の内容
　現在のところ推進計画が愛知県から示されていないため対
応待ちである。

　平成２５年度　平成２４年度

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２４年度

0 0

　平成２３年度　平成２１年度 　平成２２年度

　継続して事業を進めること。

　継続して事業を進めること。

４－１総合評価の
結果

　平成２１年度

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

Ａ

Ａ

　継続して事業を進めること。

審査会による改善方向の指示

　継続して事業を進めること。

Ａ

0

　平成２５年度

　継続して事業を進めること。

指標対応実
績（単位)

0 0 0 0

Ａ

　平成１９年度 　平成２０年度

Ａ

結果

0

　平成２２年度 　平成２３年度

0

Ａ

　広域化による住民サービスの向上（メリット）について検証することができた。　広域化に向けて財政面等、多くの課題が残っており更なる
研究が必要とされる。

Ａ


